
基本目標２

安定的な歳入の確保
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　担当部　 掲載ページ

１ ふるさと納税の推進 復興政策部 27

２ 未利用市有財産の処分 総務部 27

３ 自動販売機設置に係る入札制度の検討 総務部 28

４ 庁舎内及び公用車への広告設置 総務部 28

５ 国債等による基金運用の実施 財務部 29

６ 使用料・手数料の見直し 財務部 29

７ 市税等の現年度収入率の向上 財務部 30

８ 市税等の滞納対策の強化 財務部 30

９ 市税等の新たな納入方法の検討 財務部 31

１０ 石巻霊園及び（仮称）石巻第二霊園の管理料の徴収の検討 生活環境部 31

１１ 家庭ごみ収集の有料化の検討 生活環境部 32

１２
各種健（検）診事業の総合検診化及び自己負担金の適正金
額の検討

健康部 32

１３ 保育所保育料の収納率の向上 福祉部 33

１４ 放課後児童クラブ利用負担金の見直しの検討 福祉部 33

１５ 労働会館の料金体系の見直し 産業部 34

１６ 市営住宅使用料の収納率の向上 建設部 34

１７ 公共下水道等使用料の収納率の向上 建設部 35

１８ 水洗化率向上に関する広報の実施 建設部 35

１９ 下水道使用料の見直し 建設部 36

２０ 奨学金の滞納対策の強化 教育委員会 36

２１ 学校給食費の収納率の向上 教育委員会 37

２２
社会教育認定団体の社会教育施設使用時の減免内容の統一
化

教育委員会 37

２３ 運動公園等への広告設置・ネーミングライツ導入の検討 教育委員会 38

２４ 医業未収金（患者一部負担金）の管理対策の強化 病院局 38

２５ 債権の適正管理の推進 財務部 39

　取　組　項　目　名　
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基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 4 4 4
実績値
達成率 ％
目標値 350,000 360,000 370,000 380,000 390,000 400,000
実績値
達成率 ％
目標値 4 4 4 4 4 4
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値
実績値
達成率 ％
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1 取組項目名 ふるさと納税の推進
担当部名 復興政策部

担当課名 復興政策課

(1)取組概要

　独自財源を確保するため、ふるさと納税の推進を図るとともに、ふるさと産品を送付することにより、
震災で失われた地場産品の販路拡大も図られる。

【主な取組内容】
・寄附者が使いやすいホームページの更新
・ふるさと産品のメニューの更新と拡充
・広報の充実

(2)年度別取組内容

平成27年度
・使いやすいホームページの検討
・産品メニューの更新と充実
・広報の充実

平成28年度
・使いやすいホームページの実施
・産品メニューの更新と充実
・広報の充実

平成29年度
・産品メニューの更新と充実
・広報の充実

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

市外でのＰＲイベント参加回数
回

・産品メニューの更新と充実
・広報の充実（ポータルサイト５社掲載、核となるＰＲイベント参加）

平成31年度
・産品メニューの更新と充実
・広報の充実（ポータルサイト５社掲載、核となるＰＲイベント参加）

平成32年度
・産品メニューの更新と充実
・広報の充実（ポータルサイト５社掲載、核となるＰＲイベント参加）

後　　期

産品メニューの更新回数
回

寄附金額
千円

2 取組項目名 未利用市有財産の処分
担当部名 総務部

担当課名 管財課

(1)取組概要

　独自財源の確保のため、未利用市有地などの市有財産の処分を行う。

【主な取組内容】
・未利用市有地等の把握調査
・未利用市有地等の財産処分

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・未利用市有地等の把握調査・処分

平成28年度
・未利用市有地等の把握調査・処分
・未利用市有地等の売払方法の検討

平成29年度
・未利用市有地等の把握調査・処分
・未利用市有地等の売払方法の検討

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

・未利用市有地等の把握調査・処分

平成31年度 ・未利用市有地等の把握調査・処分

平成32年度 ・未利用市有地等の把握調査・処分

後　　期

売払い可能な未利用市有地の箇所
数（実績値のみ）

数

処分した市有地等の金額（実績値
のみ）

千円



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 整備
実績値
達成率 ％
目標値 － － － －
実績値
達成率 ％ － － － －

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値
実績値
達成率 ％
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3 取組項目名 自動販売機設置に係る入札制度の検討
担当部名 総務部

担当課名 管財課

(1)取組概要

　独自財源の確保を図るため、市有施設の自動販売機設置に係る入札制度を検討する。

【主な取組内容】
・自動販売機設置施設可能施設の把握
・自動販売機設置に係る入札制度の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・自動販売機設置に係る入札制度の検討

平成28年度 ・自動販売機設置に係る入札制度の検討

平成29年度 ・自動販売機設置に係る取扱い基準等の検討

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

自動販売機設置可能施設（実績値
のみ）

台

・自動販売機設置に係る取扱い基準等の検討

平成31年度 ・自動販売機設置に係る取扱い基準等の運用開始

平成32年度

後　　期

自動販売機設置に係る入札制度の
検討

－

自動販売機設置に係る入札制度指
針の整備

－

4 取組項目名 庁舎内及び公用車への広告設置
担当部名 総務部

担当課名 管財課

(1)取組概要

　独自財源の確保を図るため、庁舎内の壁面等と公用車に民間企業の広告等を設置する。

【主な取組内容】
・広告設置可能箇所及び可能車両の調査・把握
・庁舎内の広告掲載可能箇所の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・広告設置可能箇所及び可能車両の調査・把握

平成28年度 ・広告設置可能箇所及び可能車両の調査・把握

平成29年度 ・広告付き庁舎案内図の設置

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

・庁舎内の広告掲載可能箇所の検討

平成31年度 ・庁舎内の広告掲載可能箇所の検討結果による対応

平成32年度

後　　期

広告設置可能箇所及び可能車両の
調査・把握

－

広告収入額（実績値のみ）
千円



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 － － － － － －
実績値
達成率 ％ － － － － － －
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 － －
実績値
達成率 ％ － －

-　29　-

5 取組項目名 国債等による基金運用の実施
担当部名 財務部

担当課名 財政課

(1)取組概要

　独自財源を確保するため、普通預金や定期預金で運用されている基金のうち、定額運用型及び復興事業
に充当する基金を除き、「石巻市債権運用基準」に基づき国債等による運用を実施する。

【主な取組内容】
・「石巻市債権運用基準」に基づく運用方法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・「石巻市債権運用基準」に基づく運用方法の検討

平成28年度 ・運用の拡大

平成29年度 ・運用継続

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

・運用継続

平成31年度 ・運用継続

平成32年度 ・運用継続

後　　期

普通預金・定期預金以外の方法で
運用された基金の数（実績値の
み）

基金数

6 取組項目名 使用料・手数料の見直し
担当部名 財務部

担当課名 行政経営課

(1)取組概要

　公共施設の使用料や各種手数料等の金額について、消費増税や維持管理コストを踏まえ受益者負担の適
正化を図るため、使用料・手数料の見直しを実施する。

【主な取組内容】
・公共施設等総合管理計画策定に基づく使用料の現状把握
・使用料・手数料見直し指針の見直し

(2)年度別取組内容

平成27年度
・公共施設等総合管理計画策定に基づく使用料の現状把握
・使用料・手数料見直し指針の見直し

平成28年度 ・使用料・手数料見直し指針に基づく全庁的な見直し作業の実施

平成29年度 ・使用料・手数料見直し

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

使用料が見直しされた公の施設の
設置条例数（実績値のみ）

－

・使用料・手数料見直し指針に基づく全庁的な見直し作業の実施

平成31年度 ・使用料・手数料の改定

平成32年度

後　　期

使用料・手数料見直し指針の見直
し

－

全庁的な見直し作業の実施
－



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 98.3 98.5 98.7 98.9 99.0 －
実績値
達成率 ％
目標値 90.5 90.9 91.0 91.1 91.2 －
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 260,000 260,000 － － － －
実績値
達成率 ％
目標値 250,000 250,000 － － － －
実績値
達成率 ％
目標値 24.1 25.5 26.9 －
実績値
達成率 ％
目標値 19.5 19.8 20.2 －
実績値
達成率 ％
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7 取組項目名 市税等の現年度収入率の向上
担当部名 財務部

担当課名 納税課

(1)取組概要

自主財源の安定的確保及び税負担の公平性を図る観点から、市税等の収入率向上に取り組む。

【主な取組内容】
・外部委託による現年度分の市税等に関する催告の実施
・コンビニ収納の周知、口座振替納付の広報・推進

(2)年度別取組内容

平成27年度
・電話催告センターによる現年度分の市税等に関する催告の実施
・コンビニ収納の周知、口座振替納付の広報・推進

平成28年度
・電話催告センターによる現年度分の市税等に関する催告の実施
・コンビニ収納の周知、口座振替納付の広報・推進

平成29年度
・外部委託による現年度分の市税等に関する催告の実施
・コンビニ収納の周知、口座振替納付の広報・推進

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

・外部委託による現年度分の市税等に関する催告の実施
・コンビニ収納の周知、口座振替納付の広報・推進

平成31年度
・外部委託による現年度分の市税等に関する催告の実施
・コンビニ収納の周知、口座振替納付の広報・推進

平成32年度
・外部委託による現年度分の市税等に関する催告の実施
・コンビニ収納の周知、口座振替納付の広報・推進

後　　期

市税収入率
％

国民健康保険税収入率
％

8 取組項目名 市税等の滞納対策の強化
担当部名 財務部

担当課名 納税課

(1)取組概要

　自主財源の安定的確保及び税負担の公平性を図るため、滞納処分を進め、執行停止を含めた滞納対策
の強化に取り組む。

【主な取組内容】
・滞納処分の実施
・宮城県地方税滞納整理機構への職員の派遣の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度
・滞納処分の実施
・宮城県地方税滞納整理機構への職員の派遣の検討

平成28年度 ・滞納処分の実施

平成29年度 ・滞納処分の実施

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

・滞納処分の実施

平成31年度 ・滞納処分の実施

平成32年度 ・滞納処分の実施

滞納繰越収入率（国保税）
％

後　　期

滞納繰越収入額（市税）
千円

滞納繰越収入額（国保税）
千円

滞納繰越収入率（市税）
％



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 400 800 1,240

実績値

達成率 ％

目標値 実施 実施 実施

実績値

達成率 ％
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9 取組項目名 市税等の新たな納入方法の検討
担当部名 財務部

担当課名 納税課

(1)取組概要

　納税者の利便性向上のため、現在実施している市税等の納入方法及び平成27年度から導入するコンビ
ニエンスストア収納の検証のほか、新たな納入方法の検討を行う。

【主な取組内容】
・新たな納入方法に関する検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・新たな納入方法に関する調査・検証作業の実施

平成28年度 ・調査・検証作業の取りまとめ

平成29年度 ・調査・検証作業の取りまとめ

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

口座振替・コンビニ・
郵便局収納検証

－

・調査・研究作業の取りまとめ

平成31年度 ・調査・研究作業の取りまとめ

平成32年度 ・調査・研究作業の取りまとめ

後　　期

新たな納入方法に関する調査・検
証作業の実施

－

調査・検証作業の取りまとめ
－

10 取組項目名 石巻霊園及び（仮称）石巻第二霊園の管理料の徴収の検討
担当部名 生活環境部

担当課名 環境課

(1)取組概要

　受益者負担の適正化を図るため、石巻霊園及び（仮称）石巻第二霊園等の管理料の徴収について検討
する。

【主な取組内容】
・（仮称）石巻第二霊園の管理料徴収の検討
・石巻霊園の管理料徴収の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度
・（仮称）石巻第二霊園の管理料徴収の検討
・石巻霊園の管理料徴収の検討

平成28年度 ・石巻霊園の管理料徴収の検討

平成29年度 ・石巻霊園の管理料徴収の検討

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

・石巻霊園の墓所使用者の確認調査、承継手続きの促進
・石巻霊園における適正管理の在り方の検討

平成31年度
・石巻霊園の墓所使用者の確認調査、承継手続きの促進
・石巻霊園における適正管理の在り方の検討

平成32年度
・石巻霊園の墓所使用者の確認調査、承継手続きの促進
・石巻霊園における適正管理の在り方の検討

石巻霊園における適正管理の在り方
の検討

－

後　　期

（仮称）石巻第二霊園管理料徴収
の検討

－

石巻霊園の管理料徴収の検討
－

墓所使用者の所在及び縁故者等の把
握、並びに承継手続きの促進

件



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 策定
実績値
達成率 ％
目標値 1,049 1,037 1,025 1,013 1,001 989
実績値
達成率 ％
目標値 14 14 14 15 15 15
実績値
達成率 ％
目標値 11.6 11.5 11.5
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 50.0 55.0 60.0
実績値
達成率 ％
目標値 62.8 64.1 65.4 39.4 39.7 40
実績値
達成率 ％
目標値 26.8 27.1 27.4 20.3 20.4 20.5
実績値
達成率 ％
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11 取組項目名 家庭ごみ収集の有料化の検討
担当部名 生活環境部

担当課名 廃棄物対策課

(1)取組概要

　受益者の適正な負担を図るため、家庭ごみ収集の有料化のあり方及び方向性を検討する。

【主な取組内容】
・一般廃棄物処理基本計画の策定
・有料化手法の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度
・一般廃棄物処理基本計画の策定
・有料化手法の検討

平成28年度 ・有料化手法の検討

平成29年度 ・有料化手法の検討

平成30年度

リサイクル率
％

・ごみ減量化・資源化施策の推進
・有料化手法の検討

平成31年度
・ごみ減量化・資源化施策の推進
・有料化手法の検討

平成32年度
・ごみ減量化・資源化施策の推進
・有料化手法の検討

目 標 指 標 名 単位
前　　期 後　　期

一般廃棄物処理基本計画の策定
－

一人当たりのごみ排出量
ｇ

最終処分率
％

12 取組項目名 各種健（検）診事業の総合検診化及び自己負担金の適正金額の検討

(3)目標指標

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・総合支所地区における総合検診の開始

平成28年度 ・総合健診導入効果の検証

健康部

担当課名 健康推進課

(1)取組概要

　各種健（検）診の受診率の向上を図るため、これまでの特定健診を総合検診化することにより受診機会
の拡大を図る。
　また、受益者負担の適正化を図るため、健（検）診の自己負担金の適正金額についても検討する。
【主な取組内容】
・総合支所地区における総合検診の開始
・総合健診導入効果の検証
・健（検）診自己負担金適正化の検討

担当部名

平成29年度 ・総合健診導入効果の検証及び自己負担金適正金額の検討

平成30年度 ・総合健診導入効果の検証及び自己負担金適正金額の検討

平成31年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

特定健診受診率
％

結核検診受診率
％

がん検診受診率
％

平成32年度

後　　期



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 99.0 99.0 99.0 99.0 99.0 99.0
実績値
達成率 ％
目標値 55,000 53,000 51,000 49,000 47,000 45,000
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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13 取組項目名 保育所保育料の収納率の向上
担当部名 福祉部

担当課名 子ども保育課

(1)取組概要

　受益者負担の適正化を図るため、保育所保育料の収納率の向上を図る。

【主な取組内容】
・保育所保育料収納マニュアルの策定
・保育所保育料収納マニュアルに基づく収納率向上の実施
・法的措置を含めた未納対策の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・個別面談及び保育所長からの納入指導。

平成28年度 ・口座振替の推進

平成29年度
・保育所保育料収納マニュアル策定の検討
・法的措置を含めた未納対策の検討

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

・保育所保育料収納マニュアルの策定

平成31年度
・保育所保育料収納マニュアルに基づく収納率向上の実践
・法的措置を含めた未納対策の実践

平成32年度
・保育所保育料収納マニュアルに基づく収納率向上の実践
・法的措置を含めた未納対策の実践

後　　期

保育所保育料現年度分の収納率
％

保育所保育料未納額
千円

14 取組項目名 放課後児童クラブ利用負担金の見直しの検討
担当部名 福祉部

担当課名 子ども保育課

(1)取組概要

  受益者負担の適正化を図るため、放課後児童クラブ利用負担金の適正化に向けた見直しを検討する。

【主な取組内容】
・運営経費や公的負担の考え方を踏まえた利用負担金の見直しの検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・運営経費や公的負担の考え方を踏まえた利用負担金の見直しの検討

平成28年度 ・運営経費や公的負担の考え方を踏まえた利用負担金の見直しの検討

平成29年度 ・運営経費や公的負担の考え方を踏まえた利用負担金の見直しの検討

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

・運営経費や公的負担の考え方を踏まえた利用負担金の見直しの検討

平成31年度 ・運営経費や公的負担の考え方を踏まえた利用負担金の見直しの検討

平成32年度 ・運営経費や公的負担の考え方を踏まえた利用負担金の見直しの検討

後　　期

運営経費や公的負担の考え方を踏
まえた適正金額の検討

－



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 95.0 95.0 95.0 95.0 95.0 95.0
実績値
達成率 ％
目標値 22.0 22.0 22.0 22.0 22.0 22.0
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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15 取組項目名 労働会館の料金体系の見直し
担当部名 産業部

担当課名 商工課

(1)取組概要

　使用料減免規定を明確化し指定管理者が徴取する利用料金を適正化する必要があることから、料金体系
の見直しを実施する。

【主な内容】
・使用料減免規定の設定に伴う条例等の改正
・指定管理者への指導

(2)年度別取組内容

平成27年度
・使用料減免規定の設定に伴う条例等の改正
・指定管理者への指導及び協定内容の見直し

平成28年度

平成29年度

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

平成31年度

平成32年度

後　　期

使用料減免規定の設定に伴う条例
等の改正

－

指定管理者への指導及び協定内容
の見直し

－

16 取組項目名 市営住宅使用料の収納率の向上
担当部名 建設部

担当課名 住宅管理課

(1)取組概要

　受益者負担の適正化を保つため、市営住宅使用料の収納率の向上を図る。

【主な取組内容】
・市営住宅使用料の収納マニュアルの検討・策定
・収納マニュアルに基づく収納率向上策の実施
・法的措置を含めた未納対策の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・評価・検討の実施

平成28年度 ・評価・検討の実施

平成29年度 ・評価・検討の実施

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

・評価・検討の実施

平成31年度 ・評価・検討の実施

平成32年度 ・評価・検討の実施

後　　期

収納率（現年度分）
％

収納率（過年度分）
％



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 4.5 5.0 5.5 6.0 6.5 7.0
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 5 5 5
実績値
達成率 ％
目標値 3 5 7 5 5 5
実績値
達成率 ％
目標値 80.0 82.0 84.0 86.0 88.0 90.0
実績値
達成率 ％
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17 取組項目名 公共下水道等使用料の収納率の向上
担当部名 建設部

担当課名 下水道管理課

(1)取組概要

　財源確保、受益者負担の公平性、適正化を保つため、公共下水道等使用料の収納率の向上を図る。

【主な取組内容】
・公共下水道等使用料の収納対策マニュアルの検討・策定
・公共下水道等使用料の収納対策マニュアルに基づく収納率向上の実施
・法的措置を含めた未納対策の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・公共下水道等使用料の収納対策マニュアルの検討

平成28年度 ・公共下水道等使用料の収納対策マニュアルの検討・策定

平成29年度 ・公共下水道等使用料の収納対策マニュアルの検討・策定

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

下水道等使用料の収納率（過年度分）
％

・公共下水道等使用料の策定した収納対策マニュアルの検証

平成31年度 ・公共下水道等使用料の策定した収納対策マニュアルの検証

平成32年度 ・公共下水道等使用料の策定した収納対策マニュアルの検証

後　　期

公共下水道等使用料の収納マニュ
アルの検討

－

公共下水道等使用料の収納マニュ
アルの策定

－

18 取組項目名 水洗化率向上に関する広報の実施
担当部名 建設部

担当課名 下水道管理課

(1)取組概要

　公共下水道等の水洗化率向上のため、融資あっせん等の支援策や意識向上を図るための広報を実施す
る。

【主な取組内容】
・チラシの配布
・住民説明会の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・水洗化率向上に関する広報の実施

平成28年度 ・水洗化率向上に関する広報の実施

平成29年度 ・水洗化率向上に関する広報の実施

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

水洗化率
％

・水洗化率向上に関する広報の実施

平成31年度 ・水洗化率向上に関する広報の実施

平成32年度 ・水洗化率向上に関する広報の実施

後　　期

広報回数
回

住民説明会の実施
回



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 検討 実施 検討 検討 設置
実績値
達成率 ％
目標値 実施 検討
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 3 3 3 3 3 3
実績値
達成率 ％
目標値 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0 30.0
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
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19 取組項目名 下水道使用料の見直し
担当部名 建設部

担当課名 下水道管理課

(1)取組概要

　受益者負担の適正化を図るため、下水道使用料の見直しを行う。

【主な取組内容】
・３年毎の下水道使用料改定
・下水道使用料に関する審議委員会の設置と諮問

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・下水道使用料に関する審議委員会の設置及び手法の検討

平成28年度 ・下水道使用料に関する審議委員会の設置と諮問

平成29年度 ・下水道使用料改定

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

・企業会計移行準備実施

平成31年度 ・企業会計移行準備実施

平成32年度 ・企業会計移行後運営審議会設置及び使用料改定に向けた検討実施

後　　期

運営審議会の設置・諮問
－

下水道使用料改定
－

20 取組項目名 奨学金の滞納対策の強化
担当部名 教育委員会

担当課名 学校教育課

(1)取組概要

　ここ数年滞納額が増大している現状にあることから、奨学金貸与者に対する公平性を確保するため、奨
学金の滞納対策を強化する。

【主な取組内容】
・奨学金滞納対策マニュアルの策定
・奨学金滞納対策マニュアルに基づく奨学金滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・奨学金滞納対策マニュアルの策定

平成28年度
・奨学金滞納対策マニュアルの策定
・法的措置を含めた未納対策の実施

平成29年度
・奨学金滞納対策マニュアルの策定
・法的措置を含めた未納対策の実施

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

奨学金滞納対策マニュアルの策定
－

・奨学金滞納対策マニュアルに基づく奨学金滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施

平成31年度
・奨学金滞納対策マニュアルに基づく奨学金滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施

平成32年度
・奨学金滞納対策マニュアルに基づく奨学金滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施

後　　期

催告実施回数
回

償還率
％



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 200 200 200
実績値
達成率 ％
目標値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
実績値
達成率 ％
目標値 10.0 10.5 11.0 5.5 6.0 6.5
実績値
達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施 実施 実施 実施
実績値
達成率 ％
目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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21 取組項目名 学校給食費の収納率の向上
担当部名 教育委員会

担当課名 学校管理課

(1)取組概要

　学校給食における受益者負担の公平性を図るため、学校給食費の収納体制を強化して収納率の向上を図
る。

【主な取組内容】
・学校給食費事務の手引に基づく学校給食費滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施
・学校と連携した納入促進

(2)年度別取組内容

平成27年度
・学校給食費事務の手引に基づく学校給食費滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施
・学校と連携した納入促進

平成28年度
・学校給食費事務の手引に基づく学校給食費滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施
・学校と連携した納入促進

平成29年度
・学校給食費事務の手引に基づく学校給食費滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施
・学校と連携した納入促進

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

収納率（過年度分）
％

・学校給食費事務の手引に基づく学校給食費滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施
・学校と連携した納入促進

平成31年度
・学校給食費事務の手引に基づく学校給食費滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施
・学校と連携した納入促進

平成32年度
・学校給食費事務の手引に基づく学校給食費滞納対策の強化
・法的措置を含めた未納対策の実施
・学校と連携した納入促進

後　　期

共同催告件数
件

収納率（現年度分）
％

22 取組項目名 社会教育認定団体の社会教育施設使用時の減免内容の統一化
担当部名 教育委員会

担当課名 生涯学習課

(1)取組概要

　社会教育施設における社会教育団体の減免基準について、施設ごとに不均衡が生じている現状を是正す
るため、社会教育認定団体の社会教育施設使用時の減免内容を統一化する。

【主な取組内容】
・社会教育施設における社会教育団体の減免内容の見直しによる統一化

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・社会教育施設における社会教育団体の減免内容の見直しによる統一化

平成28年度 ・社会教育施設における社会教育団体の減免内容の見直しによる統一化の検討

平成29年度 ・社会教育施設における社会教育団体の減免内容の見直しによる統一化の検討

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

・社会教育施設における社会教育団体の減免内容の見直しによる統一化の検討

平成31年度 ・社会教育施設における社会教育団体の減免内容の見直しによる統一化を図る

平成32年度

後　　期

社会教育施設における社会教育団
体の減免内容の見直しによる統一
化の検討

－

社会教育施設における社会教育団
体の減免内容の見直しによる統一
化

－



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値 － － － 実施

実績値

達成率 ％

目標値 － － － － 実施

実績値

達成率 ％

目標値 － － － － － 実施

実績値

達成率 ％

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
実績値
達成率 ％
目標値 100.0 96.0 98.0 98.0 98.0 98.0
実績値
達成率 ％
目標値
実績値
達成率 ％
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23 取組項目名 運動公園等への広告設置・ネーミングライツ導入の検討
担当部名 教育委員会

担当課名 体育振興課

(1)取組概要

　独自財源の確保を目的とし、総合運動公園、総合体育館等への広告掲示・ネーミングライツの導入を
検討する。

【主な取組内容】
・広告設置・ネーミングライツ導入の検討

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・広告設置・ネーミングライツ導入の検討

平成28年度 ・広告設置・ネーミングライツ導入の検討

平成29年度 ・広告設置・ネーミングライツ導入の検討

平成30年度

広告設置・ネーミングライツ導入
（総合体育館）

－

・広告設置・ネーミングライツ導入の検討・協議

平成31年度 ・広告設置・ネーミングライツ導入（総合体育館）

平成32年度 ・広告設置・ネーミングライツ導入（総合運動公園）

目 標 指 標 名 単位
前　　期 後　　期

広告設置・ネーミングライツ導入
の検討

－

広告設置・ネーミングライツ導入の
協議

－

広告設置・ネーミングライツ導入
（総合運動公園）

－

24 取組項目名 医業未収金（患者一部負担金）の管理対策の強化

(3)目標指標

(2)年度別取組内容

平成27年度 ・未収金対応マニュアルの検討・作成

平成28年度 ・未収金対応マニュアルの実施・状況分析

病院局石巻市立病院

担当課名 医事課

(1)取組概要

　受益者負担の適正化を図るため、医業未収金（患者一部負担金）の管理対策を強化する。

【主な取組内容】
・未収金対応マニュアル（フロー）の整備
・迅速な電話催告、訪問徴収の実施等の現年度分対策の実施
・未納理由の分析等の過年度分対策の実施

担当部名

平成29年度 ・未収金対応マニュアルの実施・状況分析

平成30年度 ・未収金対応マニュアルの実施・状況分析

平成31年度 ・未収金対応マニュアルの実施・状況分析

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

未払者への対応率
％

患者一部負担金の現年度収入率
％

平成32年度 ・未収金対応マニュアルの実施・状況分析

後　　期



基本目標２
安定的な歳入の確保

前期

後期

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目標値 実施
実績値
達成率 ％
目標値

実績値

達成率 ％

目標値

実績値

達成率 ％
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25 取組項目名 債権の適正管理の推進
担当部名 財務部

担当課名 行政経営課・納税課

(1)取組概要

　行政サービスを受ける市民の負担の公正性や自主財源の確保を図るため、市債権管理基本方針等に基づく
適正な徴収の推進を実施する。

【主な取組項目】
・石巻市債権管理基本方針に基づく各債権所管課の適正な管理
・（仮称）石巻市債権管理条例の制定

(2)年度別取組内容

平成27年度

平成28年度

平成29年度

平成30年度

(3)目標指標

目 標 指 標 名 単位
前　　期

・債権管理基本方針に基づく適正管理及び進行管理

平成31年度 ・債権管理基本方針に基づく適正管理及び進行管理

平成32年度 ・債権管理条例の制定

後　　期

・（仮称）石巻市債権管理条例の制定
－
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